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原子力科学研究所の保管廃棄施設（廃棄物保管棟・Ⅰ、廃棄物保管棟・Ⅱ及び解体分別保管

棟）では、鋼製のパレットに 200L ドラム缶等の放射性廃棄物保管体（以下、「保管体」という。）

を積載し、高さ方向に 2 段積から 4 段積で保管を行っている。 
平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災では、この保管廃棄施設において、パレットが

横滑りし、保管体が斜めに傾いて折り重なり（以下、「荷崩れ」という。）、床に落下する等の被

害が生じた。荷崩れ・転倒した保管体を原状に復旧する作業は、これまでに経験の無いもので

あり、放射線災害や労働災害防止の観点から、本件に特化した、綿密な作業工程や作業手順の

立案が必要となった。このため、詳細な作業要領書を作成し、予めモックアップ試験を重ね、

作業者の習熟及び作業手順を確立した上で、平成 23 年 4 月から再配置作業に着手した。最終

的に、保管廃棄施設の運用を継続しつつ、平成 27 年 9 月に約 4 年半にわたる再配置作業を無

事故で終了し、すべての保管体について原状復旧を完了できた。 
本稿は、原状復旧を行うに当たり実施した放射線災害防止対策や労働災害防止対策等を中心

に報告を行うものである。 
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At radioactive waste management facilities in the Nuclear Science Research Institute, 
solid radioactive wastes are stored by using containers such as 200L drums and pallets to 
tier containers in 2 to 4 stacks in the height direction in waste storage facilities (Waste 
Storage Facility No.1, Waste Storage Facility No.2 and Waste Size Reduction and Storage 
Facility). 

On March 11, 2011, the Great East Japan Earthquake was happened, and some waste 
packages dropped from their pallets and large number of waste packages moved from their 
original position and inclined due to the influence of the earthquake in the waste storage 
facilities. There was no experience of rearrangement works to set those dropped and 
unbalanced waste packages in their original position and it was necessary to prepare 
detailed work procedures and progress for this task to prevent the occurrence of industrial 
accidents. Therefore, we prepared detailed work manual and repeatedly carried out 
mock-up test. And then, we started rearrangement work from April 2011 after confirmation 
of worker’s skill and adequacy of the work manual. Finally, all rearrangement works for 
stored waste packages took about four and half years and were completed in September 
2015 without any accident and shutdown of storage function. 

This report summarizes the countermeasures to reduce exposure doses of workers and to 
prevent the occurrence of industrial accidents during the rearrangement works.

Keywords: Radioactive Waste, Rearrangement, Waste Packages, The Great East Japan 
Earthquake 
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1. はじめに 
 

1.1 背景 
原子力科学研究所（以下、「原科研」という。）の保管廃棄施設は、主に原科研での研究開発

活動に伴い発生する放射性廃棄物を保管廃棄する施設であり、建家式と半地下ピット式に大別

される。東日本大震災により保管体の荷崩れ及び転倒が発生した建家式の保管廃棄施設は、廃

棄物保管棟・Ⅰ、廃棄物保管棟・Ⅱ及び解体分別保管棟であり、廃棄物を封入した容器が 200L
ドラム缶換算で約 60,000 本保管されている。容器の種類は、200L ドラム缶の他、コンクリー

トブロック体及び角型鋼製容器であり、保管方法は、保管体を専用の鋼製パレット（以下、「パ

レット」という。）に積載し、高さ方向に 2 段積から 4 段積で保管を行っている。そのため、被

害の大半は、上段に積載されているパレットが横滑りし、保管体の荷崩れ、転倒及びパレット

の位置ずれが生じたものである。 
 

1.2 保管体の被災状況 
東日本大震災直後の保管体の被災状況を以下に示す。 
廃棄物保管棟・Ⅰ、廃棄物保管棟・Ⅱ及び解体分別保管棟に保管していた約 60,000 本の保管

体の容器別の内訳は、ドラム缶が約 42,000 本、コンクリートブロック体が約 1,100 体（200L
ドラム缶換算で約 5,500 本）、角型鋼製容器が約 2,200 基（200L ドラム缶換算で約 11,000 本）

であり、その殆どに、荷崩れ、転倒又は位置ずれが生じた。 
コンクリートブロック体の荷崩れ状況は、写真 1 に示すとおりであり、殆どのものが、写真

2 に示すとおりパレットが破損し、写真 3 のように斜めに寄り掛かっている状態であった。な

お、コンクリートブロック体の一部が破損したが放射性物質の漏えいは無かった。 
ドラム缶及び角型鋼製容器の荷崩れ状況は、写真 4 及び写真 5 に示すとおりであり、殆どの

ものは、写真 6 に示すようにパレットの横滑りによる位置ずれが生じたものであった。なお、

ドラム缶及び角型鋼製容器についても放射性物質の漏えいは無かった。 
 
 

2. 保管廃棄施設及び保管体の概要 
 

保管体の荷崩れ、転倒、位置ずれが生じた保管廃棄施設は、いずれも保管体をパレットに積

載した後のパレット相互の連結が不十分であり、また、複数の保管体を固縛する等の荷崩れ防

止対策は行っていなかった。 
保管廃棄施設の概要を表 1 に、また、保管体の仕様を表 2 に、保管体の本数、重量、表面線

量当量率を表 3 に示す。 
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3. 全体工程の立案 
 

原状復旧のための作業工程を立案するに当たっては、以下に留意する必要があり、計画では、

1 棟あたりに要する期間を約 2 年と想定し、3 棟全ての原状復旧が完遂するには約 6 年の期間

を要する工程とした。 
・原科研の研究開発活動を停滞させないためには、廃棄物の受け入れを並行して行う必要が

あった。 
・保安上のリスクが高く、経験の無い作業であることから、受注する業者は無い状況であり、

内作により、復旧を進めざるを得ない状況であった。 
 
 

4. 復旧作業の基本的な考え方 
 
4.1 ドラム缶及び角型鋼製容器の復旧 

保管体のうち、ドラム缶及び角型鋼製容器については、パレットの位置ずれが大半であり、

また、容器表面における線量当量率も低いことから、従来から保管体の移動や配置のために

使用していたフォークリフトを活用し、以下の手順を基本として作業を進めることとした。 
(1) パレットの位置ずれが生じているものについては、写真 7 に示すように油圧ジャッキ等を

使用し、位置ずれの進行を防止する。 
(2) フォークリフトによりパレットごと保管体を積み降ろす。 
(3) 当該保管体を仮置きエリアに一時保管する。 
(4) パレットに破損が生じているものについては、健全なパレットに交換する。 
(5) 保管体の積み降ろしが完了したエリアから、フォークリフトにより奥から順に 3 段積から

4 段積で再配置する。 
(6) 段積したパレットの外周を、連結金具で固定する。 

 
4.2 コンクリートブロック体の復旧 

保管体のうち、コンクリートブロック体についても、ドラム缶や角型鋼製容器のように、

位置ずれ程度であれば、フォークリフトを活用することとしたが、殆どに荷崩れ、転倒等が

生じており、パレットの破損も散見されたことから、図１の作業フローに従い、フォークリ

フトに加え、クレーン機能付油圧ショベル、回転機能付フォークリフト及び高所作業車（以

下、「重機」という。）を活用することとした。以下にフォークリフト及び重機を活用した基

本的な作業手順を示す。 
(1) 当日の作業手順等を示した作業計画を作業者に周知するとともに、作業に必要な吊具等の

資材を準備する。 
(2) パレットの位置ずれが軽微である場合は、油圧ジャッキ等により位置ずれの進行を防止し、

フォークリフトにて仮置きエリアまで移動する。 
(3) 荷崩れ等によりフォークリフトでの移動が困難な場合は、重機によりコンクリートブロッ
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ク体を吊上げる。なお、吊上げることにより、周囲のコンクリートブロック体が荷崩れす

るおそれがある場合は、吊上げ前に荷崩れの可能性ある周囲のコンクリートブロック体を

ナイロンスリング、チェーンブロック等の固縛資材にて固縛し、近傍の柱等に固定する。 
(4) 重機により吊上げたコンクリートブロック体は、健全なパレットに積載し直す。 
(5) フォークリフトによりコンクリートブロック体を仮置きエリアに一時的に保管する。 
(6) 保管体の積み降ろしが完了したエリアから、フォークリフトにより奥から順に 2 段積から

3 段積で再配置する。 
(7) 段積したパレットを相互に連結金具で固定する。 
(8) 吊上げの順番、荷崩れの可能性のある範囲を示した次回の作業計画を立案する。 

 
 

5. 作業体制の構築 
 

作業は、保管廃棄施設の保守管理を担当する放射性廃棄物管理第１課運搬貯蔵チームの職員

と保管廃棄施設での保管体の移動等の作業経験がある高減容処理技術課前処理チームの職員が

中心となり共同で作業を実施することとした。また、事前調査により、受注可能な業者は極め

て少ないとの感触を得ていたことから、高減容処理施設の運転管理に従事する年間常駐請負業

者を中心に作業体制を構築した。特に、前処理、解体分別に従事する作業者については、保管

廃棄施設における保管体の移動、運搬、入れ替えに関し、豊富な経験を有していたことから、

これらの知見を有する作業者を選抜した。 
作業エリアは、コンクリートブロック体等の影響により、空間線量当量率が高く、過度の被

ばくのおそれがあったことから、被ばく線量の低減化を考慮し、3 グループ（6 名/1 グループ）

を編成し、1 グループが約 2 週間程度の期間で適宜交替して作業に当たることとした。 
1 グループ当たりの作業体制は、作業責任者が 1 名、クレーン機能付油圧ショベル運転者が 1

名、フォークリフト運転者が 1 名、高所作業車運転者が 1 名、玉掛け作業者等が 2 名を基本と

した。 
 
 

6. 作業に係る創意工夫 
 

作業を行うに当たっては、「4.」に示した基本的な考え方に基づき、「5.」に示す体制を構築

した上で、作業手順を詳細化し、要領書を作成した。表 4 に要領書における詳細な作業手順を

示す。また、担当職員及び年間常駐請負作業者が、作業の効率化、労働災害や放射線災害防止

の観点から、以下に示す多くの創意工夫を見出し、実用化を行い、要領書の作成や改訂に反映

させた。 
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6.1 重機の活用 
(1) クレーン機能付油圧ショベル 

クレーン機能付油圧ショベルは、保管室内の狭隘なエリアでも、十分に稼働できるよ

う、標準のものからアームを短くしたショートリーチに変更した。また、吊り具を使用

して、コンクリートブロック体を吊上げられるよう、アームの先端にクレーンフックを

装備した。更に、万一、コンクリートブロック体が崩れ落ちた場合に、運転者へ衝突す

ることを防止するため、運転席前面に、保護用鉄格子を設置した。これにより、狭隘な

スペースでコンクリートブロック体を安全に吊上げることが可能となった。写真 8 にク

レーン機能付油圧ショベルを示す。また、クレーン機能付油圧ショベルはエンジン式で

あり、作業場所である保管室には、排気設備がなく、排気ガスによる一酸化炭素中毒等

のリスクがあったことから、写真 9 に示すように、マフラー部に耐熱性のフレキシブル

ダクトを接続し、排風機により強制的に屋外へ排気することで、作業者の安全を確保し

た。 
また、クレーン機能付油圧ショベルで、コンクリートブロック体をパレットに積載す

る作業は、作業者がコンクリートブロック体に接近して位置決め（微調整）を行うため、

外部被ばくの要因と考えられた。このため、写真 10 に示すように、パレット中央部に積

載できる専用の治具を考案し、内作にて製作を行った。この治具を活用することにより、

作業者がコンクリートブロック体に接近せずに、遠隔でパレット中央部へ積載すること

が可能となり、外部被ばくの防止に大いに役立った。 
 

(2) 回転機能付バッテリーフォークリフト 
被災により、パレットの多くが傾いていたため、通常のフォークリフトでは、パレッ

トの差し込み口に、フォークを挿入することができないことから、回転機能付バッテリ

ーフォークリフトを採用した。回転機能付バッテリーフォークリフトは、パレットの傾

きに応じて、フォークを回転することが可能であり、フォークを差し込んだ後に、パレ

ットを水平に戻すことで、以降は、通常のフォークリフトと同様に、パレットの積載に

活用できた。写真 11 に回転機能付バッテリーフォークリフトを示す。 
 

(3) 高所作業車 
クレーン機能付油圧ショベルで、コンクリートブロック体を吊上げる場合には、作業

者が荷崩れしているコンクリートブロック体上部に登る等して、吊具の設置、玉掛けを

行う必要があった。これらの作業では、コンクリートブロック体が再度、荷崩れし、作

業者が転落等により負傷するリスクがあったことから、写真 12 に示す高所作業車を使用

することとした。高所作業車は、作業者を乗せたバケットを地上から約 12m の高さまで

昇降できる機能を有している。作業者はバケットに乗ったまま、コンクリートブロック

体上部まで接近し、吊具の設置、玉掛けを行うことが可能となる。これにより、作業者

は、荷崩れしている不安定なコンクリートブロック体に登る必要がなくなり、玉掛け等

を安全に実施することが可能となった。 
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6.2 モックアップ試験 
クレーン機能付油圧ショベルを狭隘なスペースにおいて、荷崩れしたコンクリートブロ

ック体を対象として使用した実績は無いことから、屋外において、習熟を兼ねたモックア

ップ試験を実施した。写真 13 に示すとおり、実物と同じ形状の模擬のコンクリートブロ

ック体を使用し、パレットを傾ける等被災状況を可能な限り再現することで、より効果的

で、実効性のあるモックアップ試験を実施した。これにより、クレーン機能付油圧ショベ

ル等の運転操作技能が向上した。 
また、荷崩れにより傾いたコンクリートブロック体に吊具を設置する玉掛け作業は、相

当な時間を要し、外部被ばくの主たる要因と考えられた。このため、このモックアップ試

験において、様々な荷崩れ状態を模擬し、玉掛けの訓練を行い、当該作業の迅速化を図っ

た。この結果、短期間で玉掛けを完了できるようになり、外部被ばくの防止に大いに役立

った。 
 

6.3 二次災害の防止 
荷崩れしたコンクリートブロック体を無作為に吊上げれば、当該ブロック体に傾いて接

触していた他のコンクリートブロック体に荷崩れ等が生じ、被害の拡大が予測された。こ

のため、作業の都度、荷崩れによる傾きの程度、傾きの方向、吊上げ対象物の周囲の状況

を確認し、吊上げの順番、吊上げによる再荷崩れの範囲を予測した作業計画を作成するこ

とを要領書に定めた。作業計画の一例を図 2 に示す。これにより、予め作業者に吊上げ作

業に係るリスクを周知することが可能となった。例として写真 14 に示すような木製の緩

衝体を内作にて製作し、再度、荷崩れの可能性のある場所へ設置することで、二次災害を

防止するための安全対策を予め考案でき、吊上げ作業に係る労働災害を防止することがで

きた。 
なお、作業時に、地震が発生、又は緊急地震速報が発表された場合には、直ちに作業を

中断し、予め設定した安全ゾーンに退避することとし、作業期間中、定期的に訓練を実施

した。 
 

6.4 被ばく管理 
コンクリートブロック体が荷崩れしたエリアは、空間線量当量率が高いことから、作業

者には、鉛エプロン（0.5mmPb）の着用を義務づけた。また、作業エリアの一部に、写真

15 に示す遮へい体（鉄製：厚さ 50mm）を設置し、その区画内を作業者の一時的な待機場

所とした。 
また、鉛エプロンを着用することから、定常作業時に着用するガラスバッジ及び電子ポ

ケット線量計に加え、不均等被ばく測定用ガラスバッジ及び警報付電子ポケット線量計を

着用し、外部被ばく線量を厳重に管理することとした。更に、作業責任者は、作業者の警

報付電子ポケット線量計が発報した場合や、作業中であっても、所定の線量に達している

場合には、作業を中断するか又は作業者を交替する等して、個人の被ばく線量が計画被ば

く線量を超えないよう管理を行った。 
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7. 作業実績 
 
7.1 実施期間、工数 

作業は、平成 23 年 4 月より開始し、平成 27 年 9 月に終了した。当初は、これまでに経験

の無い作業であり、保管廃棄施設の運用を継続しつつ、狭隘な作業スペースにおいて実施し

なければならないため、約 6 年の作業工程を立案したが、以下に示す作業者の習熟に伴う効

率化により、工期を約 1 年半短縮することができた。 
・モックアップ試験を実施することにより作業者を習熟させた。 
・作業者の習熟度に応じて、グループを細分化し、作業を実施している当該フロア以外の

場所においても並行して作業を実施した。 
・日々達成目標を定め、作業内容に応じて作業者数を増減させる等の対策を講じ、遅延を

極力防止し、工程の前倒しを実現した。 
表 5 に作業実績を示す。また復旧後の保管体の積載状況を写真 16～18 に示す。 

 
7.2 被ばく線量 

作業のうち、高線量であるコンクリートブロック体の復旧においては、以下の対策を実施

することにより、計画被ばく線量に対して被ばく線量を大幅に削減することができた。ある

作業者の一例を示すと、計画被ばく線量 3.8mSv に対し、被ばく線量を 2.4mSv に削減する

ことができた。 
・コンクリートブロック体へ接近しての作業を極力防止するために、モックアップ試験に

おいて、玉掛け作業等の習熟を図り、作業効率を大幅に改善した。また、内作により、

パレット積載用治具を製作し、パレットへの位置決めを容易にする等、作業時間の短縮

を実現した。 
・鉛エプロン等の着用や待機場所の設置により、放射線の遮蔽を強化した。 
・重機を活用することで、コンクリートブロック体の吊上げ作業を遠隔化した。 
・作業者を、所定の期間でローテーションし、個人の被ばく線量を低減化した。 
・警報付電子ポケット線量計を装着することで被ばく線量を常時監視するとともに、可搬

型エリアモニタを活用することにより、作業エリアの線量当量率を常時表示した。 
 

7.3 再発防止対策 
今回の荷崩れ等の主な要因は、パレットの強度不足とパレットの横滑りであるため、パレ

ットの構造を改良し、写真 19 に示す許容積載荷重を強化したパレットを新たに作製した。

また、パレットに横滑りが生じないよう、パレット相互を金具（ボルト・ナット方式、また

はクランプ方式）で連結した。連結金具の設置状況を図 3 に示す。 
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8．まとめ 
 

狭隘で、且つ、高線量という特殊な環境下において、放射性廃棄物の受け入れを継続しつつ、

安全に復旧作業を完遂できたことは、高い安全意識と高度な技術力を有する職員及び年間常駐

請負業者の努力の結果である。約 4 年半の工期をもってしても、実作業でしか得られない貴重

な経験や多様な知見を習得できたことは、今後の原子力施設でのリスク対応に大いに反映でき

ると確信している。特に、これらの経験等は、今後の処分に向けての高線量保管体等の取出し、

運搬及び処理に反映できるものであり、創意工夫を積み重ね作業手順を確立したプロセスは、

経験の無い作業を行う上での貴重な教訓と成り得る。 
一方で、保管体をパレットに積載し、積み重ねて保管する場合のリスクが現実となったこと

から、再発防止対策は実施したものの、今後もより効果的で有効な手段を検討し、継続的な改

善を実施していく所存である。 
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表 1 保管廃棄施設の概要 
 

保管廃棄施設名 廃棄物保管棟・Ⅰ 廃棄物保管棟・Ⅱ 解体分別保管棟 

構造 
地下 1 階、地上 3 階 
鉄筋コンクリート造 

地下 1 階、地上 3 階 
鉄筋コンクリート造 

地下 1 階、地上 2 階 
鉄筋コンクリート造 

建設年 1979 年 1989 年 1998 年 

保管能力 
（200L ドラム缶換算） 

約 18,000 本 約 23,000 本 約 22,000 本 

保管方法 

専用のパレット（寸

法：縦 130cm、横

130cm、高さ 15cm）

に積載し、2 段積か

ら 3 段積で保管 

専用のパレット（寸

法：縦 130cm、横

130cm、高さ 15cm）

に積載し、2 段積か

ら 3 段積で保管 

専用のパレット（寸

法：縦 130cm、横

130cm、高さ 15cm）

に積載し、3 段積か

ら 4 段積で保管 
 
 

表 2 保管体の仕様 
 

保管体種類 ドラム缶 角型鋼製容器 
コンクリート 
ブロック体 

寸法 

・200L ドラム缶： 
φ600×H880mm 

・300L ドラム缶： 
φ690×H1,010mm 

W1,000×D1,000 
×H1,000mm 

φ1,060×H1,200mm 

材質 
炭素鋼 

またはステンレス鋼 
炭素鋼 鉄筋コンクリート 

容器重量 

・200L ドラム缶： 
約 20kg 

・300L ドラム缶： 
約 50kg 

約 450kg 約 2,100kg 

主な内容物 
・各施設の運転等で発生

する雑固体廃棄物 
・処理済み廃棄物 

・廃止措置等で発生する

大型廃棄物 

・第 2 廃棄物処理棟で圧

縮処理を行った比較

的線量の高い雑固体

廃棄物 
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表 3 再配置作業を実施した保管体の個数、重量及び表面線量当量率 
 

保管廃棄施設名 保管体種類 数 量 重量 表面線量当量率 

解体分別保管棟 

ドラム缶 約 15,000 本 
30kg 
～ 

1,100kg 

0.2μSv/h 
～ 

1,900μSv/h 

角型鋼製容器 約 900 基 
500kg 
～ 

5,000kg 

0.2μSv/h 
～ 

1,600μSv/h 

コンクリート 
ブロック体 

約 400 体 
2,300kg 

～ 
3,000kg 

70μSv/h 
～ 

1,600μSv/h 

廃棄物保管棟・Ⅰ 

ドラム缶 約 13,000 本 
30kg 
～ 

1,000kg 

0.2μSv/h 
～ 

1,900μSv/h 

角型鋼製容器 約 500 基 
500kg 
～ 

4,500kg 

0.2μSv/h 
～ 

1,000μSv/h 

コンクリート 
ブロック体 

約 400 体 
2,300kg 

～ 
3,000kg 

4μSv/h 
～ 

1,900μSv/h 

廃棄物保管棟・Ⅱ 

ドラム缶 約 14,000 本 
30kg 
～ 

1,100kg 

0.2μSv/h 
～ 

1,900μSv/h 

角型鋼製容器 約 800 基 
500kg 
～ 

4,000kg 

0.2μSv/h 
～ 

800μSv/h 

コンクリート 
ブロック体 

約 300 体 
2,400kg 

～ 
3,000kg 

20μSv/h 
～ 

1,200μSv/h 
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表 4 再配置作業手順（1/4） 

項 目 作業手順 備考 

１．作業前準備 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．保管体戻し作業 
（パレットを水平にす

ることにより、フォー

クリフトにてパレッ

トごと移動できる場

合） 

 

 

 

 

 

 

 

1)作業当日までに、保管体の保管状況、

線量分布及び作業手順及び荷崩れの

可能性のある範囲を示した作業計画

を作成する。 

 

2)保管体の保管状況を確認するととも

に作業計画に基づき当日の作業内容

を確認し、作業者全員で KY/TBM を実

施し情報の共有を図る。 

 

3）作業に必要な吊具等の資材を準備す

る。 
 

4)現場責任者は、作業者全員の装備の確

認を行う。 
 

5)使用する重機等（クレーン機能付油圧

ショベル、フォークリフトび高所作業

車）の始業点検を実施し異常のないこ

とを確認する。 

 
6)作業場所及びその周辺の線量当量率

を測定し、必要に応じ紙等に線量当量

率を記載し掲示する。 

 

7)クレーン機能付油圧ショベルの排ガ

ス対策用の排風機を起動する。 

 

 

 

 

 

1)近傍に壁がある場合は、壁とパレット

の間に油圧ジャッキを設置する。 

 

 

 

 

 

2)油圧ジャッキを操作し、下段のパレッ

トの端付近まで水平方向に押し込む。 

 

3)近傍に壁が無い場合は、スリング及び

チェーンブロック等で近傍の柱等と

パレットを結びつける。 

 

 

 

 

 

・作業場所にある消火栓

等の周辺機器を損傷さ

せないよう位置を確認

し、必要に応じ保護措

置を施す。 

・各資機材が健全である

ことを確認する。 

 

 

 

 

・点検結果は別途記録す

る。 

 

 

 

・高線量保管体(300μ

Sv/h 以上)及び手の届

かない箇所の測定には

ﾃﾚﾃｸﾀｰを使用する。 

・ｸﾚｰﾝ機能付油圧ｼｮﾍﾞﾙ

のﾏﾌﾗｰにﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀﾞｸﾄ

（排ガス対策）が確実

に取り付けられている

ことを確認する。 

 

 

・油圧ジャッキ及びチェ

ーンブロック等での作

業時は、落下の可能性

がある範囲外に離れる

こと。 

(油圧ｼﾞｬｯｷによる押込みｲﾒｰｼﾞ) 
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項 目 作業手順 備考 

 

 
 
 
 

 

 

 

 
３．吊上げ作業 
（保管体の荷崩れ等に

より、フォークリフトで

の移動が困難な場合） 

 
3-1.落下防止対策 
（保管体を吊上げるこ

とにより周囲に積載さ

れている保管体が崩れ

るおそれがある場合に

適用） 

 
 
 
 
 
 
 
 
3-2.吊上げ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

4)チェーンブロックを操作し、下段のパ

レットの端付近まで水平方向に引き

込む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1)シャックル、ナイロンスリング、レバ

ーブロック等をコンクリートブロッ

ク体吊部に設置し、傾きと反対方向に

ある柱等に固定する。固縛作業には必

要に応じ高所作業車を使用する。 

 

 

 

2)保管体の損傷を防止するため、作業計

画に明示した荷崩れの可能性がある

範囲の床等に角材等の緩衝材を設置

する。 

 

 

1)作業計画に示した吊上げ順序に基づ

き吊上げ対象保管体を選定し、クレー

ン機能付油圧ショベルを吊上げ対象

保管体の近傍に配置する。作業計画に

明示した荷崩れの可能性がある範囲

には配置しない。 

 

2)保管体吊部に損傷のないことを確認

後、高所作業車を使用し保管体上部に

登り、保管体吊具（専用吊具、チェー

ンブロック等）により玉掛けを行う。

傾いている保管体については、傾いた

状態で吊上げるため、予めチェーンの

長さを調整する等の措置を行う。 

 

 

 

 

 

(ﾁｪｰﾝﾌﾞﾛｯｸによる引込みｲﾒｰｼﾞ) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（固縛方法のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・作業計画にて予め設置

方法を検討し、迅速に

作業する。 

 

 

 

・作業を迅速に行うため、

必要に応じ模擬体を使

用した訓練を実施す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

傾き方向 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ体等 

ｽﾘﾝｸﾞ等 

（傾いた状態での吊上げｲﾒｰｼﾞ） 

ｸﾚｰﾝﾌｯｸ 

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ体 

柱 

表 4 再配置作業手順（2/4） 
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項 目 作業手順 備考 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．仮置き 
 
 
 
 
５．保管体の積載 

（再配置） 
5-1 １段目及び２段目

の積載（3.5t 又は 5t

フォークリフトを使

用） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

3) 玉掛け後は速やかに保管体から離れ

る。玉掛け作業者が退避したこと及び

クレーンモードであることを確認し

てから、クレーン機能付油圧ショベル

により吊上げる。その後、周囲の保管

体に接触しないよう慎重に後退また

は旋回する。 

 

4)床面に近い位置まで吊下げる。傾きが

大きいものまたは倒れているものに

ついては、所定の場所まで移動させ、

一旦床面に横置きし、その後専用吊具

等を用いて垂直に立てる。 

 

5)準備したパレットに積載後、保管体の

外観点検を行い、著しい損傷等がない

ことを確認する。損傷が確認された場

合は、汚染のないことを確認後、補修

等の措置を施す。 

 

6)破損したパレットは汚染のないこと

を確認し、作業に支障のない場所に移

動する。 

 

 

1)フォークフトにて、保管体を仮置きエ

リアにパレットごと順次移動させ、2

段積する。 
 

 

 

 

1)保管体を移動して空いたエリアの奥

から順に 3.5t又は 5tフォークリフト

にてパレットごと保管体を 2 段積す

る。なお、2段目積載時は、1 段目の

コンクリートブロック体上面が 2段

目のパレット下部にあるズレ防止用

ガイド内に確実に収まっていること

を確認する。 

 

2)2段積したパレット相互を連結バー及

びボルトナットで連結する。 

 

 

 

・コンクリートブロック

体が積載されていたパ

レットの落下に注意す

る。 

 

 

 

 

・傾きが少ないものにつ

いては、そのままパレ

ットに積載する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・破損したパレットも原

則としてクレーン機能

付油圧ショベルにより

吊り降ろす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ボルトナットでのパレ

ットの連結は、パレッ

ト相互が接する全ての

面に対し行う。 

 

表 4 再配置作業手順（3/4） 
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項 目 作業手順 備考 

5-2 ３段目の積載 
5-2-1 5t フォーク

リフトを使用する
場合 

 

 

 

 

 
 
 
 
5-2-2 クレーン機

能付油圧ショベル
を使用する場合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
６．作業終了後の措置 

 

1)2段積されたコンクリートブロック体

上部に 5t フォークリフトにて 3 段目

を積載する。なお、3 段目積載時は、

2段目のコンクリートブロック体上面

が 3 段目のパレット下部にあるズレ

防止用ガイド内に確実に収まってい

ることを確認する。 

 

2)3段積したパレット相互を連結バー及

びボルトナットで連結する。 

 

1) 3.5t フォークリフトにて 3 段目の積

載に使用するパレットのみを 2 段積

されたコンクリートブロック体上部

に積載する。 

 

2)段積したパレット相互を、予め連結バ

ー及びボルトナットで連結する。 

 

3)3段目に積載するコンクリートブロッ

ク体をクレーン機能付油圧ショベル

にて吊上げ、予め積載した 3 段目のパ

レット上に積載する。積載時はパレッ

ト上部のズレ防止用ガイド内に確実

に収める。 

 

1)作業場所が整理され、資材等の置忘れ

等が無いことをチェックリストで確

認する。 

 

2)車両運転者は、車両の終業時点検を行

い、点検結果を車両記録に記録する。 

 

3)エンジン停止後、約 20 分は換気設備

により保管室内の換気を行う。 

 

4)現場作業責任者は、作業内容及び作業

者のポケット線量計の値を取りまと

め、保管体再配置作業日報及び被ばく

線量管理記録に記録する。 

 

5)作業者全員で次回の作業内容の検討

を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ボルトナットでのパレ

ットの連結は、パレッ

ト相互が接する全ての

面に対し行う。 

 

 

 

 

・ボルトナットでのパレ

ットの連結は、パレッ

ト相互が接する全ての

面に対し行う。 

 

 

 

 

 

 

・必要に応じ、フォーク

リフト及び高所作業車

はバッテリーの充電、

油圧ショベルは燃料を

補給する。 

 

 

・被ばく線量管理記録に

は、不均等被ばく測定

用のポケット線量計及

び胸部に着用したポケ

ット線量計それぞれの

値を記録する。 

 

 

・作業内容を変更する必

要がある時は、作業計

画の見直しを行う。 

 

表 4 再配置作業手順（4/4） 
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表
5 

再
配

置
作

業
の

実
績

 

施
設

 
階

 
保

管
体

種
類

 
再

配
置

 
対

象
数

 
平

成
23

年
度

 
平

成
24

年
度

 
平
成

25
年
度

 
平
成

26
年
度

 
平
成

27
年
度

 

解 体 分 別 保 管 棟 

2
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
8,

10
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
6,

10
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
角

型
鋼

製
容

器
 

約
25

0
基

 

地
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
1,

20
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
角

型
鋼

製
容

器
 

約
66

0
基

 
ｺ
ﾝｸ
ﾘｰ
ﾄﾌ
ﾞﾛ
ｯｸ
体

 
約

38
0
基

 

廃 棄 物 保 管 棟 ・Ⅰ 

3
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
3,

90
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
2
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
4,

20
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
4,

30
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
角

型
鋼

製
容

器
 

約
10

0
基

 

地
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
66

0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
角

型
鋼

製
容

器
 

約
40

0
基

 
ｺ
ﾝｸ
ﾘｰ
ﾄﾌ
ﾞﾛ
ｯｸ
体

 
約

37
0
基

 

廃 棄 物 保 管 棟 ・Ⅱ 

3
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
5,

70
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
2
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
3,

40
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
3,

00
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
角

型
鋼

製
容

器
 

約
55

0
基

 

地
階

 
ド

ラ
ム

缶
 

約
1,

70
0
本

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
角

型
鋼

製
容

器
 

約
22

0
基

 
ｺ
ﾝｸ
ﾘｰ
ﾄﾌ
ﾞﾛ
ｯｸ
体

 
約

31
0
基
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図 2 作業計画の一例 
 

 

備考

移動順序

⑫のコンクリートブロック体を吊上げることにより⑬のコンクリートブロック体が奥にあるドラム缶に接触す
る可能性があるため注意する。

作　業　計　画

②

吊上げ順序

①

⑪のｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸを移

動後、⑫の吊上げ前に

⑬の荷崩れ対策を施す。

①のｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ体を

移動前に、⑦のｺﾝｸﾘｰ

ﾄﾌﾞﾛｯｸ体をﾅｲﾛﾝｽﾘﾝｸﾞ

にて柱に固縛する。

⑬のｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ体の

転倒防止と200ℓドラム
缶の保護を目的に緩

衝材を設置

③
④

⑤

⑥

⑦
⑧ ⑨

⑩
⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

⑯

⑰
⑱

ﾅｲﾛﾝｽﾘﾝｸﾞにて⑬のｺﾝ

ｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ体を柱等に

固縛し、ﾁｪｰﾝﾌﾞﾛｯｸを

張りながら⑫の吊上げ

を行う。
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図
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側
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写真 1 東日本大震災直後の荷崩れ状況（コンクリートブロック体） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 2 パレットの破損状況 
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写真 3 東日本大震災直後の荷崩れ状況（コンクリートブロック体上部） 

 
 

 
写真 4 東日本大震災直後の荷崩れ状況（ドラム缶） 
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写真 5 東日本大震災直後の荷崩れ状況（角型鋼製容器） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6 パレットの横滑りによる位置ずれ 
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写真 5 東日本大震災直後の荷崩れ状況（角型鋼製容器） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 6 パレットの横滑りによる位置ずれ 
 
 
 
  

 

 

 

 
写真 7 油圧ジャッキの使用 

 
 

 
写真 8 クレーン機能付油圧ショベルによる吊上げ 
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写真 9 排気ガス排出用ダクトの設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

写真 10 パレット積載用治具 
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写真 11 回転機能付バッテリーフォークリフトの使用状況 

 
 

 
写真 12 高所作業車の使用状況 
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写真 13 モックアップ試験の状況 

 
 

 
写真 14 緩衝体 
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写真 15 遮へい体 

 
 

 
写真 16 再配置後の積載状況（コンクリートブロック体） 
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写真 17 再配置後の積載状況（ドラム缶） 

 
 

 
写真 18 再配置後の積載状況（角型鋼製容器） 
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写真 19 パレットの構造変更 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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